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平成１６年 ３月期  個別財務諸表の概要          平成１６年 ５月１８日 
 

上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社                 上場取引所    東１ 福 
コ ー ド 番 号                 ５３５２                           本社所在都道府県 福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 平岡 照祥 
問合せ先責任者  役職名 取締役副社長   氏名 木原 誠一郎  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１６年 ５月１８日           中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成１６年 ６月２９日           単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． １６年３月期の業績(平成１５年 ４月 １日～平成１６年 ３月３１日) 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

１６年３月期 
１５年３月期 

６４，９５９   10.5 
５８，８０９   1.9 

１，６７４   54.5 
１，０８３  595.8 

１，４６９   44.7 
１，０１５  652.6 

 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円    ％ 

 ２６１ 155.5 
１０２ － 

円   銭 

２．９８ 
１．１７ 

円   銭 

２．９８ 
１．１７ 

％ 

１．４ 
０．６   

％ 

２．７ 
１．８ 

％ 

２．３ 
１．７ 

 (注)①期中平均株式数  16年３月期  87,740,551 株   15 年３月中間期  87,875,979 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

１株当たり配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

円   銭 

１．５０ 
１．５０ 

円   銭 

０．００ 
０．００ 

円   銭 

１．５０ 
１．５０ 

百万円 

１３１ 
１３１ 

％ 

５０．３ 
１２８．６ 

％ 

０．５ 
０．８ 

（注）16年３月期期末配当金の内訳  記念配当 ０円００銭   特別配当 ０円００銭 
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

１６年３月期 
１５年３月期 

５３，５６０ 
５６，６３３ 

１８，５０１ 
１７，２２０ 

３４．５ 
３０．４ 

２１０．９３ 
１９６．１９ 

 (注)①期末発行済株式数 16 年３月期  87,715,722 株   15 年３月期  87,771,863株 
   ②期末自己株式数  16 年３月期     203,478 株   15 年３月期    147,337株 
 
２．１７年３月期の業績予想(平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末 年 間 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 
通   期 

３３，０００ 
６６，０００ 

５００ 
１，２００ 

２００ 
５００ 

 
－ 

－ 
 

－ 
 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  ５円 ７０銭 
 （注）１株あたりの年間配当金は未定であるため、記載しておりません。 

※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生す

る状況の変化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業

績予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１．貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
当   期 

平成16年３月31日現在 
前   期 

平成15年３月31日現在 
          期  別 
 科  目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（資産の部） 
流 動 資 産 
  現 金 及 び 預 金 
  受 取 手 形 
  売掛金及び完成工事未収入金 
  商 品 ・ 製 品 
  仕 掛 品 
  半 成 工 事 
  未 成 工 事 支 出 金 
  原 燃 料 ・ 貯 蔵 品 
  前 払 費 用 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 の 流 動 資 産 
  貸 倒 引 当 金 
  
 流 動 資 産 合 計 

   
 
    ９３３ 
  ２，１８９ 
 １２，９５７ 
  ２，７００ 
    ６１０ 
    ２００ 
    ２４５ 
  １，３７７ 
    １５２ 
    ７５０ 
    ７９３ 
△    ６６ 
 
 ２２，８４４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    42.7 

 
 
１，６７４ 
２，９０２ 
１４，１４５ 
  ３，７３６ 
  １，１８８ 
     ７０ 
    ３３７ 
  １，２７０ 
    ２１６ 
    ５３３ 
１，０２６ 
△    ５２ 

 
 ２７，０４８ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

47.8 

 
 
△   ７４０ 
△   ７１３ 
△ １，１８８ 
△ １，０３５ 
△   ５７８ 
    １３０ 
△    ９１ 
    １０７ 
△    ６３ 
    ２１６ 
△   ２３２ 
△    １３ 
 
△ ４，２０４ 

 
固 定 資 産 
  有形固定資産 
    建 物 ・ 構 築 物 
    窯炉・機械及び装置 
    車 両 及 び 運 搬 具 
    工 具 ・器具・備 品 
    土 地 
    建 設 仮 勘 定 
  無形固定資産 
  投資その他の資産 
    子 会 社 株 式 
    投 資 有 価 証 券 
    出 資 金 
    長 期 貸 付 金 
    繰 延 税 金 資 産 
    そ の 他 の 投 資 等 
    貸 倒 引 当 金 
    投 資 損 失 引 当 金 
 
 固 定 資 産 合 計 

 
 
（２１，５３４） 
 １０，５２９ 
  ５，７１９ 
     ７８ 
    ２４９ 
  ４，７６７ 
    １８９ 
（   ６２９） 
（ ８，５５２） 
  ２，８４５ 
  ３，１６４ 
  １，３８０ 
    ６８７ 
    １６１ 
    ７１４ 
△   ３４１ 
△    ６０ 
 
 ３０，７１６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    57.3 

 
 
（２２，８７１） 
 １１，３８４ 
  ５，７５８ 
     ８２ 
    ２７０ 
  ４，７９８ 
    ５７７ 
（   ３５４） 
（ ６，３５９） 
  ２，３６０ 
  １，３４１ 
  １，３２５ 
    ３４１ 
    ５７２ 
    ７４９ 
△   ３３１ 
     － 
 
 ２９，５８５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
52.2 

 
 
（△１，３３７） 
△   ８５４ 
△    ３８ 
△     ３ 
△    ２０ 
△    ３１ 
△   ３８８ 
（   ２７５） 
（ ２，１９３） 
    ４８５ 
  １，８２２ 
     ５５ 
    ３４６ 
△   ４１０ 
△    ３５ 
△    １０ 
△    ６０ 
 
１，１３１ 

 
 資 産 合 計 

 
 ５３，５６０ 

 
100.0 

 
 ５６，６３３ 

 
100.0 

 
△ ３，０７２ 
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（単位：百万円、未満切捨） 

当   期 
平成16年３月31日現在 

前   期 
平成15年３月31日現在 

          期  別 
 
 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（負債の部） 
流 動 負 債 
    支 払 手 形 
    買掛金及び工事未払金 
    短 期 借 入 金 
    未 払 金 
    未 払 法 人 税 等 
    未 払 事 業 所 税 
    未 払 消 費 税 等 
    未 払 費 用 
    賞 与 引 当 金 
    設 備 支 払 手 形 
    そ の 他 流 動 負 債 
 
 流 動 負 債 合 計 

 
 
    ６８３ 
 １０，４７０ 
  ７，９５３ 
    ４６６ 
    ８９１ 
    １１３ 
    ２１５ 
    ９５６ 
  １，１０９ 
     ４２ 
    １６０ 
 
 ２３，０６２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    43.1 

 
 
    ８９２ 
  ７，３７５ 
 １３，２６１ 
    ３９９ 
    ３０１ 
    １１３ 
     ８９ 
  ３，５２８ 
    ９６０ 
    ２１２ 
     ７９ 
 
 ２７，２１５ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

48.1 

  
 
△   ２０８ 
  ３，０９４ 
△ ５，３０７ 
     ６６ 
    ５８９ 
      ０ 
    １２６ 
△ ２，５７２ 
    １４８ 
△   １７０ 
     ８１ 
 
△ ４，１５２ 

 
固 定 負 債 
    長 期 借 入 金 
    退 職 給 付 引 当 金 
    役 員 退職金引当 金 
    特 別 修 繕 引 当 金 
    預 り 敷金・保証 金 
    そ の 他の固定負 債 
 
 固 定 負 債 合 計 

 
 
  ２，０６４ 
  １，５４９ 
    ２０８ 
    １００ 
  ８，０７４ 
     － 
 
 １１，９９６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    22.4 

 
 
  ２，６１７ 
    ９７７ 
    ２１８ 
     ７５ 
  ８，２８８ 
     ２０ 
 
 １２，１９８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.5 

  
 
△   ５５３ 
    ５７２ 
△    １０ 
     ２４ 
△   ２１３ 
△    ２０ 
 
△   ２０１ 

 
 負 債 合 計 

 
３５，０５８ 

 
    65.5 

 
 ３９，４１３ 

 
69.6 

 
△ ４，３５４ 

（資 本 の 部） 
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
  資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
  利 益 準 備 金 
  別 途 積 立 金 
  圧 縮 記 帳 積 立 金 
  当 期 未 処 分 利 益 
 
株式等評価差額金 
自 己 株 式  
 
  資 本 合 計 

 
  ５，５３７ 
（ ３，５２１） 
  ３，５２１ 
（ ８，２８０） 
  １，２５０ 
  ４，５１７ 
  １，１０９ 
  １，４０３ 
 
  １，１８３ 
△    ２０ 
 
 １８，５０１ 

 
    10.3 
     6.6  
 
    15. 4 
 
 
 
 
      

2.2 
△   0.0  
 
    34.5 

 
  ５，５３７ 
（ ３，５２１） 
  ３，５２１ 
（ ８，１５０） 
  １，２５０ 
４，５１７ 
 １，１５０ 
  １，２３２ 
  
２３ 

△    １２ 
 
 １７，２２０ 

 
9.8 
6.2 

 
14.4 

 
 
 
 

     
0.0 

△   0.0  
 

30.4 

 
     － 
（    －） 
     － 
（  １２９） 
     － 
     － 
△    ４０ 
    １７０ 
   
１，１５９ 
△     ８ 
 
  １，２８１ 

 
負債及び資本合計 

 
 ５３，５６０ 100.0 

 
５６，６３３ 100.0 

 
△ ３，０７２ 
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２．損益計算書 

 
   （単位：百万円、未満切捨） 

当   期 
自 平成15年４月 １日 
至 平成16年３月31日 

前   期 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

           期  別 
 
 
 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 
増  減 
（△は減） 

 
営
業
損

益
の

部 
 

 
売  上  高 
 
売 上 原 価 
 
販売費及び一般管理費 
 
営 業 利 益 

 
６４，９５９ 

 
５５，４３４ 

 
７，８５０ 

 
 １，６７４ 

   ％ 
100.0 

 
85.3 

 
12.1 

 
2.6 

 
５８，８０９ 

 
５０，４０３ 

 
  ７，３２１ 

 
  １，０８３ 

％ 
100.0 

 
85.7 

 
12.5 

 
1.8 

 
６，１４９ 

 
５，０３０ 

 
  ５２８ 

 
  ５９０ 

営
業

外
損

益
の
部 

営業外収益 
  受取利息及び配当金 
  そ の 他 の 収 益 
 
営業外費用 
  支 払 利 息 
  そ の 他 の 費 用 
 

２１５ 
    ６０ 
   １５４ 

 
   ４２０ 
   １２５ 
   ２９５ 

0.3 
 
 
 

0.6 

    ３８２ 
    １７５ 
    ２０６ 
 
    ４５０ 
    １６６ 
    ２８３ 
 

0.6 
 
 
 

0.7 
 
 
 

△  １６６ 
△  １１４ 
△   ５１ 
 
△   ２９ 
△   ４０ 
１１ 

 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 
  経 常 利 益 

 
１，４６９ 

 
2.3 

 
  １，０１５ 

 
1.7 

 
４５３ 

 特 別 利 益 
   固定資産売却益 
投資有価証券売却益 

   その他の特別利益 
 

２４１ 
    ７２ 
   １２６ 
    ４２ 

0.4     １５５ 
     ７６ 
     ５２ 
     ２６ 

0.3 
 
 
 

８５ 
△    ４ 
７４ 

   １６ 

 
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 特 別 損 失 
   固定資産売却損 
   固定資産除却損 
   投資有価証券評価損   

投資損失引当金繰入額 
固定資産臨時償却費 
その他の特別損失 

９３０ 
    １５ 
   ５５４ 
    ３０ 
６０ 

   ２００ 
    ６８ 

1.5     ８０４ 
      ３  
     ２２ 
    ７４８ 
      － 
      － 
    ３０ 

1.4 
 
 
 
 
 

  １２６ 
   １２ 
  ５３１ 
△  ７１７ 
   ６０ 
  ２００ 
   ３８ 

 税 引 前 当 期 純 利 益 ７８０ 1.2     ３６７ 0.6   ４１２ 
 法人税、住民税及び事業税 １，１０８     ３４６   ７６２ 
 法 人 税 等 調 整 額 △  ５９０ 

1.7 
△   ８１ 

0.4 
△  ５０９ 

 当 期 純 利 益 ２６１ 0.4     １０２ 0.2 １５９ 
 前 期 繰 越 利 益 １，１４１    １，１３０  １１ 
 当 期 未 処 分 利 益 １，４０３    １，２３２  １７０ 
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貸借対照表及び損益計算書についての注記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
 

  １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
        移動平均法による原価法。但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法。 

 
 ２．有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社株式及び関連会社株式        移動平均法による原価法 

    その他有価証券 時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定） 
                        時価のないもの    移動平均法による原価法 
 

 ３．固定資産の減価償却の方法 
 

  （１）有形固定資産 
          不動産賃貸業に係る建物及び設備は定額法で、それ以外の有形固定資産の減価償却は定率法（但し、 

築炉事業の有形固定資産の内、一部のユーザー構内にある装置については定額法）を採用しています。 

          耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、窯炉・機械装置に 
ついては、一部会社所定の耐用年数（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置；法定耐用年 

数１２年を１１年）を採用しています。 
 
  （２）無形固定資産 

            鉱業権を除く無形固定資産については定額法によっています。また鉱業権については生産高比例法に 
よっています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 

く定額法を採用しています。 
 
 ４．重要な引当金の計上方法 

 
  （１）貸倒引当金 

      一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を 
検討し、回収不能見込額を計上しています。 

（２）投資損失引当金 

      関係会社株式の実質価値の低下による損失に備えて、その財政状態等を勘案して計上していま 
す。 

  （３）賞与引当金 
      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上して 

います。 

 
    （４）退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 
当期末において発生していると認められる額を計上しています。 

            会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一般管理費に計上 

しています。また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額を発生の翌事業年度 
より費用処理しています。過去勤務債務については１０年による定額法で按分した額を発生年度より処理 

しています。 
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  （５）役員退職金引当金 
      役員の退職金支出に充てるため、役員退職金内規に基づき期末要支給の１００％を計上しています。 

この引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金にあたります。 
 
  （６）特別修繕引当金 

      高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年間で均等に 
計上しています。この引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金にあたります。 

 
 
 ５．リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が、借主に移転すると認められたもの以外のファイナンス・リース取引については、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 
 
 ６．消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しています。 
 

 
Ⅱ．表示方法の変更 
   会計システムの変更に伴い、当期からより適切な表示になるよう表示科目の見直しを行いました。この 

  結果従来の方法によった場合に比べ、買掛金及び工事未払金が 2,421百万円増加し、未払費用が同額減少 
  しています。 

 
 
Ⅲ．貸借対照表注記 

 
 １．子会社に対する短期金銭債権              ７１９百万円 

 
  ２．子会社に対する長期金銭債権                ７５３百万円 
 

  ３．子会社に対する短期金銭債務            １，８９１百万円 
 

  ４．有形固定資産の減価償却累計額        ５２，１５７百万円 
 
 ５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として、電子計算機などが 

あります。 
 ６．担保に供している資産 

    有形固定資産                 ５，３６９百万円 
 
 ７．保証債務残高 

        債務保証                        ６０３百万円 
        経営指導念書                    ３２５百万円 

 
 ８．債権流動化による遡及義務      １，８２８百万円 
 

  ９. 商法施行規則第124条第 3号に規定する資産に時価を付した場合の増加純資産額 
                       １，１８３百万円 
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追加情報 

 
  退職給付債務に関する事項（平成１６年３月３１日現在） 
 

    イ．退職給付債務                              △ ７，８７７百万円 
    ロ．年金資産                                      ３，４４０ 〃 

        （うち、退職給付信託に係る年金資産）    （  ２，４０７ 〃 ） 
    ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）              △ ４，４３６ 〃   
    ニ．会計基準変更時差異の未処理額                  ３，４５０ 〃   

  ホ．未認識数理計算上の差異                          ３１８ 〃   
  へ．未認識過去勤務債務（債務の減額）          △   ８８１ 〃   

    ト．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）          △  １，５４９ 〃   
 
 

 退職給付制度ごとの退職給付信託の設定状況及び退職給付引当金との関係は次のとおりです。 
                                        （単位：百万円） 

 退職給付引当金 
（退職給付信託の年金資産 
 控除前） 

退職給付信託の年金資産 
（未認識の数理計算上の 
 差異を除く） 

貸借対照表上の退職給付 
引当金 
（退職給付信託の年金 
資産控除後） 

 
退職一時金制度 

 
        ６７ 

 
        － 

 
       ６７ 

 
 適格年金制度 

 
     ３，７３５ 

 
  △ ２，２５４ 

 
    １，４８１ 

 
  合  計 

 
     ３，８０３ 

 
  △ ２，２５４ 

 
    １，５４９ 

 
 
Ⅳ．損益計算書注記 
 

 １．子会社との取引高 
    売    上    高       １，０９１百万円 
        仕    入    高      １６，８７２ 〃 

        営業取引以外の取引高          ７６２ 〃 
 

２．一株当たり当期純利益          ２円９８銭 
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利益処分案 

 
   （単位：百万円、未満切捨） 

           期  別 
 
 科  目 

当   期 
自 平成15年４月 １日 
至 平成16年３月31日 

前   期 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

 
増  減 
（△は減） 

 
 当 期 未 処 分 利 益 
 
 任 意 積 立 金 取 崩 額 
 （圧縮記帳積立金取崩額） 
 
    計 
 

 
１，４０３ 
 
７２ 

 （        ７２） 
 
    １，４７５ 

 

 
１，２３２ 

 
       ４０ 
（     ４０） 

 
    １，２７３ 
 

 
１７０ 

 
    ３２ 
 （    ３２） 
 

２０２ 

 
これを次のとおり処分いたします。 
 
利 益 配 当 金 

 
 任 意 積 立 金 
 （圧縮記帳積立金） 
 
 次 期 繰 越 利 益 
 

 
 

 
１３１ 

        
３１ 

 （       ３１） 
 

１，３１２ 

 
 

 
１３１ 

        
       － 
 （     － ） 
 
    １，１４１ 

 
 
 
     ０ 

 
    ３１ 
（    ３１） 

 
１７０ 
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役員の異動について（平成１６年６月２９日異動予定） 

 
（１） 新任取締役候補 

     取 締 役   原
はら

田
だ

 力
つとむ

  

     取 締 役   常
つね

岡
おか

 聡
あきら

  

 
（２） 退任予定取締役 

     常務取締役    小
お

川
がわ

 修
しゅう

三
ぞう

 

     取締役相談役   加
か

藤
とう

 弘
ひろし

  

      
 
 
【ご参考】平成１６年６月２９日以降の役員体制 
 
    代 表 取 締 役 社 長   平 岡 照 祥 
    代表取締役副社長   木原 誠一郎  経営全般にわたり社長を補佐、本社部門管掌 
    常 務 取 締 役   井 上   隆  非耐火物部門管掌、建材事業推進部長、大塚常務に協力し 
                         ファーネス事業部管掌 
    〃        大 塚 健 二  耐火物営業部門管掌 
    〃        多喜田 一郎  耐火物製造部門管掌、製造事業部長 
〃        浅 野 敬 輔  技術研究開発部門管掌、技術研究所長 

    取 締 役   向 坊 勇 夫  海外事業に関し大塚常務を補佐 
        〃        上田 裕二郎  技術部長 
    〃        江 口    宏  営業統括並びに国内営業に関し大塚常務を補佐、営業統括 

部長 
（新任）    〃        原 田 力    技術部転炉耐火物技術センター長 
（新任）    〃        常 岡 聡    技術部連鋳耐火物技術センター長 
    常 勤 監 査 役   佐 野 正 博 
監    査    役   井 本 達 夫 

        〃        小 倉 清 明 
    〃        武 井 紘 一 

 
＊ 監査役 小倉清明および武井紘一は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に 
定める社外監査役であります。 
 
                                              以 上 


